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研究成果の概要（和文）：　本研究では(1)学校等における防災教育に関する調査結果の分析，(2)教員からの聞き取り
調査，(3)教育委員会等における震災対応に関する聞き取り調査を行った。特に(1)では，校長会が行った障害のある子
どもへの震災発生時の対応に関する調査結果を分析し，障害種によって困難の度合いが違うことが確認された。また，
(2)の聞き取り調査からは，教員が行った配慮事項も明らかになった。
　これらについて教員向けのリーフレットにまとめ，今後学校や関係する専門機関等に配付する予定である。

研究成果の概要（英文）：The three works as follows were done in this research; to analyze the results of 
survey of ‘education for disaster prevention in schools’ conducted by the Japanese association of 
principals to investigate by interviews to teachers and to investigate by interviews to boards of 
education about countermeasures to earthquake. The first finding was revealed in the first work that the 
levels of difficulties confronted by pupils when the earthquake occurred were different depending on 
their types of disabilities. The various cares were elucidated which teachers had done when earthquake 
occurred.
These findings will be worked up into a leaflet for teachers and that will be distributed to schools and 
related facilities.

研究分野：発達障害

キーワード： 発達障害　東日本大震災　心のケア　防災教育　子どもの変化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 平成 23年 3月 11日に起きた東日本大震災

では、東北地方沿岸部が壊滅的な被害を受け

た。震災発生当初は、被災地域の情報が全く

入らず、多くの人が集まっているはずの避難

所の状況も把握できなかった。しかし、ライ

フライン等が復旧するにつれ行政の動きも

再開され、避難所の運営状況等も明らかにな

った。 

このような状況の中、障害児者の被災状況

についてはいっこうに情報が集まらず、学校

及び施設が再開されるまで、障害児者がどの

ように生活していたか，特に発達障害児者に

関しては未だ十分に明らかになっていない。 

被災地での発達障害児者への支援を行っ

た JDD ネット（日本発達障害ネットワーク）

や各地の親の会等からの報告によると，そも

そも理解啓発が進んでいない地域が多いこ

と、また理解が進んでいても、通常の生活と

異なる避難所生活では、発達障害児がいつも

以上に落ち着かなくなったり、大きな声を上

げたりすることや、周囲の大人も過度の緊張

を強いられ、そういった子どもたちの状況を

受け入れ難くなっていることなどから、一旦

は避難しても危険と知りながら自宅に戻っ

たり、車中で生活していたりする家族がある

という事実が明らかにされた。新聞等のメデ

ィアにおいては、自閉症の子どもが避難所に

適応できず、車中で寝泊まりする様子が 3月

末に報道されたが、多くは主に医療的ケアが

必要な重症心身障害児者、視覚障害者や聴覚

障害者、知的障害者の報道であり、発達障害

児者に関する情報は少ない状況にあった。 

 梅田は、日本特殊教育学会の助成による調

査を行ったが，多くの学校では学校再開後は

教育活動を正常に戻すために最大限の努力

を行っており、被災体験や直後の支援につい

ては記録する時間やそれにかける労力がな

いとのことであった。地域によっては校長会

や教頭会のレベルで、記録を集積しようとす

る動きもあるが、多くは危機管理体制や被害

状況の記録であり、子どもたちの状況を把握

し記録するまでには至っていない。これは小

中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒

及び通常の学級に在籍する発達障害児等に

ついても同様である。 

過去の資料としては、阪神淡路大震災後に、

宮本(1995)が特殊学校（現在の特別支援学

校）の聞き取り調査を行い、震災後の障害の

ある子どもに見られた心理・行動面での問題

やそれに対する対応などをまとめているが、

障害のある子どもの災害時及び災害後の調

査記録に類する研究は非常に少ない。 

 前述の梅田の助成研究では、特別支援学校

においては自閉症を中心とした発達障害児

が、不安が強くなり少しの揺れでも騒ぐ、パ

ニックを起こしやすくなった、眠りが浅くな

った、保護者のそばを離れたがらない等の変

化は聞き取れた。しかし、家庭状況の把握は、

進んでいない学校が多く今後の調査につい

ても明確な計画は立っていない状況であっ

た。 

 
２．研究の目的 

本研究では東日本大震災における発達障

害児への支援について、仙台市教育委員会及

び市内小中学校の協力を得て訪問調査等を

行い、震災発生時の状況や支援の実態につい

て明らかにすると共に、その結果を踏まえ、

小中学校における発達障害児への震災時支

援及び防災教育のあり方について検討する。 

 

３．研究の方法 

(1) 学校訪問による半構造化面接による調

査の実施 

①対象：仙台市立小中学校 

②調査期間：2013 年４月～2015 年 1月 

③調査手続き：筆者が各調査対象校を訪問し，

半構造化面接調査を行った。被面接者は校長，

教諭(当時の様子を把握している教員及び特

別支援学級等担任や通級指導教室担当者，特



別支援教育コーディネーター等)面接所要時

間は各校約１時間 

④調査内容：被災時やその後の発達障害児の

状況について「学校再開後の子どもの変化」

「学校再開後特に配慮した点」「避難訓練等

で特に配慮している点」など小中学校を訪問

し、発達障害児にかかわる教員に対し半構造

化面接による調査を行う。 

 (2) 仙台市で行われた各種調査結果の分析

と検討 

 震災時の学校の状況や当時の対応に関す

るアンケート調査結果を元に，内容の分析，

検討を行う。 

(3) 発達障害児の特性に応じた防災教育に

ついての検討 

 (1)(2)の結果から，発達障害児に配慮した

防災体制のあり方や震災後の教育活動にお

ける配慮のあり方について考察する。 

 

４．研究成果 

(1)聞き取り調査の結果：①調査校：小中学

校 11 校及び発達障害を対象とする通級指導

教室担当者 5名（5校）。小中学校は，仙台市

内中心部２校(A,B)，東部内陸部１校(C)，東

部沿岸部１校(D)，北部２校(E,F)である。沿

岸部１校は被災校である。通級指導教室（G

～K）は東部沿岸部近辺の G 校を除き全て内

陸部で大きな被害はなかった。 

②学校再開後の子どもの変化：被災した D校

以外では，目立った変化はなかったという回

答がほとんどであった。面接した教師らのほ

とんどは，この質問に「どうだったか，特に

変化はないと思う。そういう見方をしていな

い」と答えた。E,F 校の特別支援学級在籍児

童の中には，余震をひどく怖がる，雨が降る

と放射能の影響を怖がるなどの状況を示し

た子どもが数名いた。しかし，担任教師が丁

寧に説明したり，学校は安全であることを話

したりすることで，数ヶ月後には落ち着いた。

また，内陸部の C校では被災による転入生が

あり，その子どもたちの中には「教室に入れ

なくなった」という変化のあった子どももい

た。 

 一方被災した D校では，校内でのいたずら

やガラスの破損，軽微なけがなどが増加した。

交通事故にあう子どもも増加した。D 校は再

開まで１か月近くを要したため，各学級の支

援が必要な子どもたちについては，声をかけ

て登校させ，炊き出しの手伝いをしたり，図

書室で読書をして過ごしたりさせた。また，

不登校だった子どもが自分から登校し，進ん

で片付けの作業などを手伝った。支援の必要

な子どもで，被災のために転校したが転校先

で不登校になり戻ってきた子どももいた。  

通級指導教室では個別指導が中心となる

ため，被災時の話をする子どもも多く，丁寧

に話を聞くよう努めた。また，広汎性発達障

害のある子どもの中には，小さな揺れにも反

応し泣いたり怖いと騒いだりする子どもも

いたが，現在は比較的落ち着いてきている。 

③学校再開後特に配慮した点：【B 校 校長】

特別支援学級在籍児童の保護者より，震災時

避難所へ入ることができず居場所がなかっ

たという意見が多く寄せられたため，夏休み

に学校で宿泊訓練を行った。学校が居場所だ

と教えた。 

【D校 教員】行事ではエネルギーを発散させ

ること，思いを表現させる活動に重点を置い

た。（運動会や学習発表会など）また，子ど

もに対しては，そばにいること，話を聞くこ

とを大切にした。子どもの苛立ちや不安に対

して「みんな感じていることだから，大丈夫

だよ」という安心感を与えるよう心がけた。

また，褒めることも大切にした。 

③避難訓練等で特に配慮したこと：対象とし

た学校全てでは，防災計画を見直し，障害の

ある子ども等支援の必要な子どもへの対応

についても検討していた。避難訓練では，カ

ードなどを使って丁寧に説明し備えること

や，短い訓練を頻回に行うことなど，訓練を



実際の場面で活かすことができるように工

夫している学校(C,E,F 校)が多かった。 

 G 校の通級指導教室担当者は，避難訓練の

際には個別に子どもに付き添い，「先生とな

ら安心して避難できる」ように心がけていた。 

④その他：「保護者の問題」：C，G校では，被

災し今まで住んでいた場所に住めなくなっ

たことで，保護者が経済的・精神的に不安定

になり，そのことが影響して子どもが不安定

になったり不登校になったりしたという事

例があった。 

(2) 仙台市で行われた各種調査結果の分析

と検討 

仙台市校長会が行った障害のある児童へ

の震災時の対応に関する調査結果について，

テキストマイニングソフト(SPSS)を用いて

障害種による分析を行った。自閉症児・情緒

障害児は災害発生時にパニックや不安など

により「教師の支援や介助」を要し，その後

の避難生活でも困難さがあったとの回答が，

他の障害種と比べ多かった。（表 1，2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，知的障害児や聴覚障害児，肢体不自

由児も不安やおびえを示した（表 2，3）。 

さらに，病虚弱児は生命に関わる困難さが

あった（表 4）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 

 障害種 無 有 計 

不明 57 11 68 

知的 29 4 33 

1,2 1 0 1 

1,2,3 3 0 3 

10 1 0 1 

自閉・情緒 46 19 65 

肢体不自由 10 2 12 

病虚弱 4 0 4 

聴覚 4 0 4 

視覚 5 0 5 

合計 160 36 196 

 障害種 無 有 計 

不明 63 5 68 

知的 28 5 33 

1,2 1 0 1 

1,2,3 3 0 3 

10 1 0 1 

自閉・情緒 60 5 65 

肢体不自由 11 1 12 

病虚弱 4 0 4 

聴覚 2 2 4 

視覚 5 0 5 

合計 178 18 196 

 障害種 無 有 計 

不明 67 1 68 

知的 12 3 15 

1,2 4 0 4 

1,2,3 1 0 1 

1,3 1 0 1 

自閉・情緒 36 1 37 

2,3,6 1 0 1 

肢体不自由 3 0 3 

病虚弱 4 0 4 

聴覚 3 1 4 

視覚 1 0 1 

合計 133 6 139 

表 2 障害種と不安 

表 1 障害種とパニック 

表 3 障害種とおびえ 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

(3) 発達障害児の特性に応じた防災教育に

ついての検討 

 調査結果では，被災校以外では学校再開後

子どもの変化は感じないとの回答がほとん

どであった。これには震災後通常の教育活動

に戻すことに重点が置かれ，以前の様子と比

較するといった視点を持ちにくい状況にあ

ったことも影響していると考えられるが，よ

り深く長期的かつ継続的に子どもの変化を

把握することは重要であろう。一方で，震災

前と同じ教育活動を行うことを目指したこ

とで，子どもたちが比較的早期に安心して生

活できるようになったとも考えられる。 

 被災した学校ではけがやいたずら，交通事

故の増加などの子どもの変化が見られてい

る。こうしたものが一過性であるのか，繰り

返すことなのか，さらに今後の継続した調査

の必要性を強く感じる。 

発達障害児への災害時の支援について，聞

き取り調査や各調査結果の分析を進める中

で，人員の配置だけでなく，「自分のいのち

を自分で守る」ことにつながる防災訓練の重

要さが浮かび上がった。内容としては避難訓

練のみでなく，情緒の安定につながるような

トレーニング，遊びや身体表現を通したスト

レスの発散も欠かせないと考えた。また，日

頃から地域とつながり，障害のある子どもの

存在を認めてもらうことも欠かせない要素

であると考えた。 

 これらを踏まえて，今後「災害からいのち

を守る子どもを育てる」「障害があっても自

ら行動できる子どもを目指す」ことに主眼を

据えた防災教育，安全教育の構築が課題であ

ることが明らかとなった。 
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 障害種 無 有 計 

不明 67 1 68 

知的 15 0 15 

1,2 4 0 4 

1,2,3 1 0 1 

1,3 0 1 1 

自閉・情緒 36 1 37 

2,3,6 1 0 1 

肢体不自由 3 0 3 

病虚弱 1 3 4 

聴覚 3 1 4 

視覚 1 0 1 

合計 132 7 139 

表 4 障害種と生命の危機 


